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Library and Information Science. 2015, no. 74

2015年度研究大会研究発表抄録

2015年 11月 14日に開催された研究大会の研究発表の抄録を以下に掲載します。

 1．専門的 Q&Aサイトにおける質問行為の分析
  田島　逸郎（慶應義塾大学大学院）
 ユーザーが質問や回答をできる Q&Aサイトに
は一般的なものと専門的なものがあり，専門的な
Q&Aサイトでは問題解決や知識共有が行われて
いる。先行研究では質問回答の内容やユーザーの
行動に注目したものが多いが，知識が共同作業に
よって作られていく過程は注目されていない。
 本研究では共同作業としての質問回答の実際を
見ることで，知識の生成の成立や知識の性質につ
いて解明することを目的とする。共同作業に参加
している人々がお互いに状況を理解し合いながら
行為を達成する様を記述していくエスノメソドロ
ジーのアプローチを用い，プログラミングに関す
る Q&Aサイト Stack Overflowにおけるいくつ
かの質問の分析を行った。その結果，質問者が自
身の持つ課題をソースコードなどを用いながら説
明し，求める回答の内容と形式を提示することで
質問を「回答できるように」し，実際に回答が行
われる様を記述した。課題や質問の適切さは参加
者にとって問題となり，曖昧な場合はコメントな
どでやり取りが行われる場合もあった。公開の場
で知らない人が回答できるように質問を行うこと
によって，他の人にも有用な知識となることが示
唆される。

 2．Digital Humanitiesにおける共同：歴史学研
究を対象に

  南　友紀子（慶應義塾大学文学部）
 Digital Humanitiesは，個人研究が主流であっ
た人文学研究に，デジタル技術によって共同と
いう新たな研究のあり方をもたらすことが指摘
されている。本研究では，歴史学分野の Digital 
Historyを対象とし，歴史学研究者の史料を中
心としたデジタル技術を用いた共同的な実践事

例が，歴史学研究の文脈にどのように位置づけ
られるかを明らかにすることを目的とする。論
文の網羅的文献調査と Digital Humanitiesの主
要ニュースサイト記事の調査を行い，78件の
共同的な Digital Historyの実践事例を得た。収
集事例について，歴史学研究の文脈を考慮した
Digital Historyの段階，実践の内容，共同の参加
者という視点から分析を行った。Digital History
の段階に基づく分析の結果は，「技術開発」8件，
「史料整備」6件，「史料解釈」49件，「史料解釈以
上事実解釈未満」15件，「事実解釈」0件であり，
Digital Historyの共同実践のほとんどが，「事実
解釈」以前の段階に留まっている可能性が示され
た。一方で，一般市民の参加や，Digital History
特有の「史料解釈以上事実解釈未満」の実践な
ど，これらの共同的な実践において歴史学研究が
新たな展開に踏み出しつつあることが明らかに
なった。

 3．知識は検索できるのか
  若宮　　俊（慶應義塾大学大学院）
  岩瀬　　梓（慶應義塾大学大学院）
  南　友紀子（慶應義塾大学大学院）
  宮田　洋輔（帝京大学）
  石田　栄美（九州大学）
  倉田　敬子（慶應義塾大学）
 Fisherが，ウェブ検索の可能な環境にいる人々
は，検索可能な知識を自分自身が持っている知識
と混同する可能性がある事を示しているように，
「知識は検索できる」という認識が，人々に浸透
してきているのではないかと指摘されている。本
研究では，知識という語の使い方から人々が知識
をどう認識しているかを検討し，「知識は検索で
きる」という認識が浸透しているかを明らかにす
るために，オンラインパネル調査を行った。新聞
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記事，ブログ，ツイッターでの知識の使用例約
3,000例を分析した所，使い方は「知識を検索す
る」の用例を含む 5カテゴリとなった。カテゴリ
ごとに各 8例，総計 40例の「知識」の用例を提
示し，違和感の有無を尋ねた。1987人の回答を
分析した。検索カテゴリの用例が他カテゴリに比
べ，違和感を感じる割合が多かった。違和感を感
じる割合には年齢等の属性によって有意差があっ
た。更に，因子分析の結果，三因子構造が見ら
れ，第三因子が検索カテゴリのみで構成された。
検索カテゴリの質問項目は，他カテゴリの質問項
目とは，明らかに違う因子として現れた。以上か
ら，「知識は検索できる」という認識が一般には
浸透したとは言えないことが示唆された。

 4．Johann Emerichのミニアチュア・インキュ
ナブラ出版

  西川　　和（慶應義塾大学大学院）
 ミニアチュア・インキュナブラを最も多く印刷
したヴェネツィアの印刷業者 Johann Emerichを
対象として，印刷に用いていた技術と，想定読
者，実際の利用を明らかにすることが本研究の目
的である。目録調査をもとに版ごとの活字，2色
刷り，挿絵等から技術を，挿絵や文章，内容から
想定読者を考察する。更に所蔵館から取り寄せた
デジタル画像の装丁，装飾，書き込みを調査して
実際の利用を考察した。小型の本に特有の活字を
多く用い，2色刷りのずれも大きくないことから
高い技術があったと想定される。挿絵の木版画は
他の印刷者によるものを含む複数の印刷物で流用
されていた。楽譜を印刷していないことから技術
の限界も見えた。想定読者は毎年出版しているこ
とから定期的に購入する者で，内容からイタリア
の人々のようだ。更に他のインキュナブラと同様
に，挿絵の有無や省略表記の量から聖務日課書は
聖職者，時祷書は世俗信徒の利用を考えている。
実際の利用でも，聖務日課書は装飾がなされてお
らず修道僧の利用していた形跡があり，時祷書は
金などを用いた豪華な装飾がなされていることか
ら世俗の贅沢品であり，Emerichの想定と大き
く変わらないと推測される。

 5．アクセスログに基づく DOIリンクの参照状
況の分析： JaLC DOIを対象に

  吉川　次郎（筑波大学大学院）
  高久　雅生（筑波大学図書館情報メディア系）
  武田　英明（ 国立情報学研究所情報学プリン

シプル研究系）
  逸村　　裕（筑波大学図書館情報メディア系）
 学術情報流通の急速な電子化に伴い，電子的
資源の同定識別のためのデジタル識別子の重要
性が高まっており，その 1つに，解決可能，持
続可能，相互運用可能なリンクを提供するため
の DOI（Digital Object Identifier）がある。DOI
の総発行件数は 2015年 5月時点で 1億件超であ
り，日本国内においても Japan Link Center（以
下，JaLC）によって 2015年 10月 19日時点で約
140万件の DOIが登録されている。しかし，DOI
の URLを通じたハイパーリンクである「DOIリ
ンク」の利用実態に関する調査事例は少なく，
JaLC DOIリンクの分析は行なわれていない。そ
こで本研究は，JaLC DOIリンクについて，（1）
どのようなコンテンツが，（2）どのような場所か
ら参照されているかを明らかにするためにアク
セスログの分析を行った。分析対象は，2014年
4月から 2015年 9月までの期間における JaLC 
DOIリンクのアクセスログのうち，人間による
アクセスと考えられる 1,387,321件であり，アク
セス数の多いコンテンツと参照元の分析を行っ
た。分析結果から，（1）については，J-STAGE
上のコンテンツ，特に医学分野コンテンツのアク
セスが多いこと，（2）については，学協会ウェブ
サイト，日本語版Wikipediaの項目，Twitterで
のツイート，CiNii，医中誌Web, Google, Yahoo! 
JAPAN，大学ウェブサイト，researchmapなど
からの参照が多いことが明らかになった。

 6．漢籍における著作間の関連の種類：『史記』
を例として

  木村麻衣子（学習院女子大学非常勤講師）
 漢籍の著作と著作の関連が RDA付録 JとM
にあるもので充分であるかどうかを検討すること
を目的とした。まず，1）全国漢籍データベース



 ― 66 ―

をキーワード「史記」で検索し，得られた史記に
関係する個別資料単位の書誌レコード（「史記」
に関係のない 315件を除いた計 1892件）を，「史
記」という著作に属するものと，その関連著作に
属するものに分け，関連著作に属するものについ
ては，さらに著作ごとに振り分けた。その上で，
2）「史記」という著作とそれぞれの関連著作にど
のような関連があるかを解題，参考資料，現物調
査および書誌レコードの記述によって確認し，関
連語を付与した。そして，3）それらの関連語を
RDA付録 J・Mと対照することで，RDAに規定
されていない漢籍特有の関連の種類を明らかにし
た。原著作「史記」を含め，計 186著作に対して
関連語の付与を試みたが，情報不足により 8著作
には関連語を付与できなかった。著作間の関連語
として 13種類を付与し，このうち「校勘記」，「輯
佚」，「教科書」，「年表」，「解題」，「語彙集」は
RDAに規定されていなかった。また，表現形間
やその他のレベルの関連語についても，RDAに
規定されていないものが確認された。

 7．音楽資料に特化したMARCデータを対象と
した「著作」および「表現形」の人手による
同定： OPACの FRBR化のための機械的同
定に向けて

  金井喜一郎（昭和音楽大学短期大学部）
 本発表の目的は，OPAC（Online Public Access 
Catalog）の「FRBR化」を目指して，MARC
（Machine Readable Cataloging）データを対象
とし，そこから音楽の「著作」と「表現形」を
機械的に同定する可能性と問題点を探ることに
ある。この目的に沿って，FRBR（Functional 
Requirements for Bibliographic Records）の枠
組みの中で，音楽資料に特化したMARCデータ
を対象として，「著作」および「表現形」の人手
による同定を試みた。音楽に特化したMARCと
しては，株式会社トッカータが作成する Toccata 
MARCを選んだ。同MARCからクラシック音
楽 300件，ジャズ・ポピュラー音楽 300件の標本
データを抽出して調査を行った。その結果，標
本データには「一媒体多作品」といった音楽資

料（主に楽譜や音楽録音資料）の特徴が認められ
た。また，クラシック音楽とジャズ・ポピュラー
音楽とでは，データの記述に違いがあることが分
かった。具体的には，ジャズ・ポピュラー音楽で
は①作曲者の記録が非常に少ない，②責任表示は
作曲者ではなく演奏者であることが多い，③演奏
者注記が存在しないデータが少なくない，④ほと
んどのデータに演奏日時の記録が無いなどの問題
があり，著作や表現形の同定に困難が伴った。ま
た，クラシック音楽と異なり，ジャズ・ポピュ
ラー音楽には音楽資料の特徴の一つである「作品
の可塑と断片化」がほとんど認められず，さら
に，著作や表現形を集中させる必要性がかなり低
いことが判明した。

 8．韓国における学部生を対象にした情報リテラ
シー教育プログラムの設計および効果

  Youn You-Ra（Dong-Eui University）
  Lee Eun-Ju（Dong-Eui University）
 本研究では，韓国の学部生を対象にして，情報
リテラシー教育プログラムを設計，実践した後，
その教育プログラムが学部生の情報リテラシーを
向上させることに，いかなる影響を与えたのかを
検討した。研究はすべて 3つの段階で行った。ま
ず，先行研究を分析して，情報リテラシー教育プ
ログラムを設計した。次に，釜山地域にある 2つ
の大学で，101人の学部生を 3つのクラスに分け
て，情報リテラシー教育プログラムを運営した。
そして，教育プログラムを受ける前・後にアン
ケート調査を行い，プログラム参加者の情報リテ
ラシー能力の上達度を測定した。先行研究をも
とにして，情報リテラシー教育で扱うべき中核
的な領域を，（I）情報ニーズに対する自己認識，
（II）情報探索とアクセス，（III）情報分析と評
価，（IV）情報利用，という 4四つに区分し，教
育プログラムを構成した。プログラムの終了前・
後にアンケート調査を行った結果，95％の信頼レ
ベルで，「情報ニーズ」領域の 1項目以外のすべ
ての項目において有意な差があり，平均値も増加
していることから，プログラムの効果がみられた 
（p ≦ 0.05）。これらの結果から，本研究で設計し
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た情報リテラシー教育プログラムが学部生の情報
リテラシーを向上させるのに肯定的な影響を与え
たことが判断できる。

 9．長野県 PTA母親文庫における「自立のため
の読書」の位置づけ：「創作グループ」の事
例から

  山﨑　沙織（東京大学事務部）
 本発表の目的は，長野県 PTA母親文庫
（1950～ 2014）の「創作グループ」（読書会と文
芸創作を行った集団，1963～）に関し以下 2点
を解明することである。①グループの助言者であ
る図書館員の助言活動とグループ参加者の自立の
援助はどのように結びついていたか。②グループ
が母親文庫からの独立（1971）を余儀なくされた
際「母親であること」と「自立のための読書」を
行うことはどのような関係にあったか。
助言者，創作グループ及び母親文庫の著作・文集
の精読や助言者へのインタビュー調査により，以
下の知見が得られた。①’助言者は自分の文章解
釈を創作グループの参加者に示す理由を，解釈
の「正しさ」にではなく参加者がそれまで持ち得
なかった視点から文章を見る機会の提供に求め，
その機会が参加者の自立を促すと主張した。そし
て，助言を受けた参加者達は「農家の主婦」であ
ることや「母親」であることに囚われないまなざ
しから文章解釈や文芸創作を行うに至った。②’
創作グループが独立した頃，母親文庫で共有され
る母親像は「時代に遅れがちで教養不足の存在」
から「子供にとって不可欠の教育者」へ変化しつ
つあった。そして後者の母親像の相対化をも試み
るグループは後者の母親像を前提に活動しようと
する文庫からの独立を余儀なくされた。

10．学校の中の読書：制度的読書実践とその休み
時間とのかかわりに注目して

  團　康晃（東京大学大学院）
 本報告の目的は，2000年代以降の学校空間に
おける読書の在り方を，2009年より実施した地
方公立中学校で行ったフィールドワークに基づ
き，特に人々が読書を可能となる様々な制度の在

り様の変化と，そこでなされる具体的な読書活動
の構造の側面から明らかにした。まず学校の中の
読書行為の環境をもたらす制度の歴史的・社会的
変化である。特に 2000年代に多くの学校が実践
するようになった「朝の読書運動」は学校図書館
とは異なる制度であり，書籍の偏在から遍在へと
いう流通の変化をもたらし，さらに読まれる書籍
の内容も大きく変化していた。もう一つに，書籍
の遍在という環境のもと，読書活動は休み時間に
も展開され，特に当時流行していたケータイ小説
は書籍の貸し借りを前提にした購入網が生じ，貸
し借りの際に様々な読書をめぐる活動がなされて
いた。以上，書籍の配置・流通について，つまり
は読書活動の環境についてのメディア史的なアプ
ローチから明らかにし，具体的な読書をめぐる活
動をエスノメソドロジーの観点からその構造を記
述することで，2000年代に入って大きく変化し
たといわれる学校における読書活動を具体的な生
きられた経験の側面から明らかにすることができ
た。

11．日本の公共図書館のアウトリーチ・サービス
における「図書館を届ける活動」の意義

  久保田正啓（筑波大学大学院）
 本研究の目的は，日本の公共図書館のアウト
リーチ・サービスにおける「図書館を届ける活
動」の事例を詳細に分析することで，その意義を
明らかにすることである。アウトリーチ・サービ
スとは，通常の方法では図書館サービスが届かな
い人に，より能動的に図書館が奉仕活動を行うこ
とである。「図書館を届ける活動」とは，1）利用
者の近くまで出向き，2）資料・情報と図書館員
を移動させ，3）資料・情報案内や予約を含むレ
ファレンス・貸出などの図書館サービスを提供す
ることである。研究方法は，1945年から 2014年
までに発行された文献を対象に各種データベー
ス・冊子体の書誌から文献探索を行い，そこで
得られた 64件の文献を通して詳細な事例分析を
行った。結果，「図書館を届ける活動」の対象と
して，1）入院患者，2）高齢者，3）保育園児，4）
心身障害者，5）矯正施設入所者，6）被差別地区
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住民，7）被災地の人，8）ビジネスパーソンが特
定された。さらに，この活動の意義が図書館利用
から疎外されてきた人へサービスを提供し，その
知る権利を保障するという従来からの基盤的意義
に加え，地域の社会的課題の解決という新たな意
義が追加され，社会状況の変化に対応しているこ
とが明らかになった。

12．米国の州立図書館における行政支援サービス
のベスト・プラクティス調査

  徳安　由希（筑波大学大学院）
 本研究では，公立図書館における行政支援サー
ビスのベストプラクティスを明らかにするため
に，米国で積極的に行政支援サービスを行ってい
る州立図書館のサービス内容，仕組み，運用体制
等を調査した。まず米国 50州とコロンビア特別
区の州立図書館のWebページを閲覧し，行政職
員を対象としたサービスの有無を確認した。サー
ビスを実施している図書館のうち，積極的にサー
ビスをしている 7館を選出し，Web調査と質問
紙を用いたインタビュー調査をした。Web調査
では各館のサービス内容を調べ，サービスの傾向
や特徴を抽出した。質問紙を用いたインタビュー
調査では，許諾のあった 4館から 1）サービスの
位置づけ・評価，2）職員体制・サービス内容，
3）利用状況，4）課題・今後の展望，5）サービ
ス内容の詳細について，回答を得た。その結果，
特徴的なサービスとして「オンラインのチュート
リアル・研修」，「行政職員対象のデジタルリソー
ス提供サービス」，「行政文書のアーカイブ機能」
があった。また，行政支援サービスが図書館の戦
略計画で重視され，定常的な評価でニーズを把握
することによって，サービスを発展させる仕組み
を備えていることが明らかになった。

13．公共図書館の多文化サービスを通した地域創
生

  照山　絢子（筑波大学図書館情報メディア系）
  小泉　公乃（筑波大学図書館情報メディア系）
 外国人住民の増加や東京オリンピックの開催を
控え，日本の公共図書館における多文化サービス

が果たしうる役割は大きくなっているが，国内で
はこの分野について十分な質的研究の蓄積がな
い。本研究は，一つの事例を基礎に公共図書館の
多文化サービスの利用者層の現況を描き出し，図
書館と地域住民が「多文化サービス」という接点
を通じてどのような関わりを持ちうるのかについ
て検討する。研究方法としては調査者二名による
チーム・エスノグラフィを採用し，図書館側と地
域住民側について分業で参与観察およびインタ
ビュー調査をおこなった。その結果，同地域には
日本語学習や日本人との交流といったニーズを持
つ日本語学校の学生，さまざまなかたちでの言語
的サポートや図書館利用者としての「育て」を要
するニューカマー，アイデンティティを模索する
日本人住民，といった多様な人々が居住している
ということがわかった。またこうした地域の実態
を図書館が正確に把握して一方向的にサービス提
供を行うことに困難があることから，図書館が住
民を巻き込んで，ともに協同しながら地域住民の
持つニーズに応える方法を模索していくような図
書館の「主体的エンゲージメント」の必要性が示
唆された。

14．大学生の大学図書館の利用はどのように変化
するのか

  三根　慎二（三重大学人文学部）
  上田　修一（立教大学文学部）
 本研究の目的は，大学図書館の入館貸出データ
のパネルデータを分析することによって，大学
生の大学図書館の利用パターン，特に学年の進
級にあわせた時系列変化を明らかにすることが
目的である。調査対象は，2013および 2014年度
の三重大学附属図書館の入館および貸出データ
全件である。入館データ約 80万件，貸出データ
約 12万件に含まれる学生（学部・大学院生）の
全データを対象に，入館回数と貸出回数について
記述統計とパネルデータの分析を行った。その結
果，記述統計においては，入館貸出回数ともに，
2013年度から 2014年度にかけて微増傾向にある
ものの大きな変化は見られなかった。二年度分の
パネルデータをもとに，2013年度と 2014年度の
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入館回数および貸出回数のクロス集計を行ったと
ころ，1）頻繁に入館している利用者は 38.7％，
非入館者は 5％，2）頻繁に貸出をしている利用
者は 10.1％，非貸出利用者は 21.8％いること，3）
利用者全体および学年別双方において，2013年
度の入館および貸出回数は，2014年度の回数と
それぞれ有意に関係しており，大学図書館の入館
および貸出回数は，学年の進級によって大きく増
減することはなく，前年度の頻度と強く関係して
いることがわかった。

15．アメリカの研究大学における大学院生のため
の図書館サービス

  佐藤　　歩（成蹊大学図書館）
 本研究は，アメリカの研究大学において，大学
院生のために提供されている図書館サービスの現
状を網羅的に明らかにすることを目的とする。
2014年 8月から 12月に，ARLに加盟している
アメリカの研究大学図書館のうち，ウェブサイ
ト上に大学院生を対象としたサービスをまとめ
たページを作成している 69館の情報を抽出し，
サービスの内容，構成，提供元について検証し
た。その結果，図書館の基本サービスである学習
者のための「図書館資源の提供」，研究者の側面
を支援する「研究活動の支援」，指導者の側面を
支援する「教えることに対する支援」，これら以
外の情報をまとめた「その他の情報の提供」に整
理することで，大学院生のさまざまな活動領域に
即してサービスを提供していることが明らかに
なった。サービスはウェブサイト上で階層化して
表示されていた。図書館以外の学内他部署や学外
の機関が提供する情報も見られ，図書館サイトが
大学院生の必要とする情報を中継するハブの役割
を果たしていた。図書館だけでは担いきれない専
門的なサービスを，図書館内外とのさまざまな連
携によって提供することで，大学院生の専門性の
高い多様なニーズに応えていることがわかる。

16．大学図書館のための評価メトリクスの策定
  隋　　亥華（慶應義塾大学大学院）
 既存の大学図書館に関する国際規格や協会組織

による評価基準は，実際の図書館評価において，
しばしば参照されてきた。しかし，図書館評価に
対する包括的メトリクスが存在しないという課題
や，メトリクス間の相互関係が不明確という課題
が存在する。そこで，本研究は，大学図書館のた
めの包括的評価メトリクスの策定，メトリクスの
構成要素間の相互関係を明確にすることを目的
とする。研究方法としては，まず，既に構築し
た包括的大学図書館評価の概念枠組みにおける 5
つの評価領域（input‒process‒output‒outcome‒
impact）と 10の評価カテゴリをもとに，本研究
の評価メトリクス一覧表を作成した。次に，前述
した図書館評価の国際規格や協会組織による基準
や指標類を，メトリクスの一覧表の中にそれぞれ
適切に位置付けて評価メトリクスを策定した。具
体的には，既存の評価指標類には，共通性がある
ものや階層関係にあるものが存在するので，共通
性を持つ評価指標類に対しては，一つの評価指標
として扱った。また，階層関係を持つそれぞれの
評価指標に対しては，それらの中の上位概念を採
用した。これらにより，それぞれの評価領域と評
価カテゴリとの相互関係だけではなく，メトリク
ス間の相互関係も明確になった。

17．短期大学の使命と図書館：第三者評価結果に
よる分析

  山下　樹子（慶應義塾大学大学院）
 本研究は，短期大学（以下短大）の経営目標に
該当する「使命」と図書館の関わりを把握し，そ
の強みと弱みを明らかにすることを目的としてい
る。平成 17年から 23年の 7年間に短期大学基準
協会により実施された 331回の第三者評価の中の
「特に優れた試みと評価できる事項」2204件（う
ち図書館関係 92件）を調査対象とし，それらを
内容により 39の項目に分類した結果，のべ 3157
件（うち図書館関係のべ 122件）になった。これ
を元に短大使命の方向性別に分析をし，更に短大
の規模，学科系統，四年制大学併設の有無にも着
目し，図書館関係と図書館関係以外の関わりにつ
いて比較を行うことにより，図書館の強みと弱み
を調査した。その結果，図書館の強みである項目
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は「学習支援・履修支援」「ボランティア活動・
課外活動支援」「地域貢献・地域の学習ニーズに
応えるための取組」「施設・設備利用状況」であ
り，弱みである項目は「カリキュラム改革」「FD
実施」「大学運営体制の整備・改善」であること

がわかった。短大使命の方向性では「地域コミュ
ニティの基盤となる人材の養成」に図書館の強み
が関係しており，その他の方向性を持つ使命につ
いては図書館の弱みが関係していた。


